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特定非営利活動法人 

かながわ環境カウンセラー協議会(KECA) 

定   款 

 

第一章  総  則 

 

[名称] 

第１条  本法人は、特定非営利活動法人 かながわ環境カウンセラー協議会（英文名称；Kanagawa  

Environmental Counselors Association ，Nonprofit Organization．略称 KECA）と称する。 

 

[事務所] 

第２条   本法人は、主たる事務所を神奈川県横浜市に置く。 

 

第二章  目的および活動 

 

[目的] 

第３条   本法人は、｢21 世紀は、社会のすべての構成員が、環境保全に積極的に参加し、自然と人間がみご

とに共生する“環境の世紀”｣とするため、国民生活、産業活動、さらに国際社会を見直し、中立かつ公正

な立場を保持しつつ、市民、企業および行政とのパートナーシップの形成に努め、環境保全活動及び経済活

動の活性化を図る活動を推進することを目的とする。 

 

[特定非営利活動の種類] 

第４条   本法人は、前条の目的を達成するため、特定非営利活動促進法（以下｢法｣という）における次の活

動を行う。 

（１）環境の保全を図る活動 

（２）経済活動の活性化を図る活動 

[事業] 

第５条   本法人は、前条の特定非営利活動に関する次の事業を行う。 

（１）環境経営支援事業 
（２）環境教育事業 
（３）地域の事業者に対する支援事業 
（４）自然環境保全事業 
（５）その他、本法人の目的を達成するために必要とする事業 

 

第三章  組織および役員 

 

[会員] 
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第６条   本法人の会員は、本法人の目的および事業に賛同し、原則として神奈川県内に在住するか、または 

県内に勤務もしくは活動する個人または団体で、次の2種とする。 

（１）正会員は、環境省の定める環境カウンセラー制度登録者または本法人の目的に賛同して入会した個人とし、正会員

をもって表決権を有する法上の社員とする。 

（２）賛助会員は、本法人の行う事業に賛同し、活動を支援する個人または団体とする。 

 

２ 会員は、自主的取組みを基本とし、本法人の活動に主体性と責任をもって参加する。 

３ 本法人に入会しようとするものは、別に定める入会申込書を理事長に提出する。理事長は正当な理由が 

ない限り申込者の入会を認めなければならない。 

４  入会申込者の本法人への入会を認めないときは、理事長は速やかにその理由を記した書面をもって、本人 

 にその旨を通知しなければならない。 

５  会員は、総会において別に定める入会金、年会費を納入する。なお、退会したときは、納入された入会金、 

年会費およびその他拠出金品等は返還されない。 

６  会員は、次の各号のいずれかに該当するときは退会したものとする。 

（１）書面又は電磁的方法による退会の届け出のあったとき 

（２）本人が死亡または会員である団体が消滅したとき 

（３）会費を２年以上滞納し、会員を継続する意思が確認できないとき 

（４）除名されたとき 

７ 会員が次の各号のいずれかに該当するときは、正会員総数の２分の１以上の出席者をもって開催される 

総会において、出席正会員の４分の３以上の同意をもって除名することができる。ただし、除名の議決の前 

にその会員に対し、弁明の機会を与えなければならない。 

（１） 本法人の名誉を著しく傷付けたとき 

（２） 本定款等に違反した行為があったとき 

８  会員は、本法人での活動の成果等を理事会の承認を経た後、外部に使用または公開することができる。 

 

[役員の種類] 

第７条   本法人は、次の役員を置く。 

（１）  理事                  ５名以上、２０名以内 

（２）  監事                   １名以上、２名以内 

２   理事のなかから理事長１名、副理事長１名以上３名以内を置く。 

 

[役員の選任] 

第８条   役員は、総会において正会員のなかから選任する。 

２   理事長および副理事長は、理事の互選とする。 

 

[役員の業務] 

第９条   理事は、理事会を組織し、本定款の定めるところに従い、総会の議決に基づき、本法人の運営に責
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任を持ち業務を執行する。 

２ 理事長は、本法人を代表し、その業務を総理する。副理事長は、理事長を補佐する。理事長に支障のある

ときは、理事長があらかじめ指名した順序に従い、その業務を代行する。 

３  監事は、次の職務を行う。 

（１） 理事および理事会の業務の執行状況を監査すること。 

（２） 本法人の財産の状況を監査すること。 

（３） 前第１号および第２号の監査の結果、本法人の業務または財産に関し不正行為または法令もしくは 

本定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会または所轄庁に報告するこ

と。 

（４） 前第３号を報告するため、必要があると判断した場合には、理事長に総会の招集を請求するか、ま 

たは総会を招集すること。 

（５） 理事の業務執行の状況、または本法人の財産の状況について、 理事に意見を述べ、もしくは理事 

    会の招集を請求すること。 

４ 監事は、本法人の理事または職員を兼ねてはならない。 

 

[役員の任期] 

第１０条  役員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 役員の辞任による補充のため、または増員により就任した役員の任期は、前任者または現任者の任期の残

余期間とする。 

３ 役員は、辞任または任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その業務を遂行しなければ 

ならない。  

 

[役員の欠員と補充] 

第１１条  理事または監事は、その定数の３分の１を超える欠員が生じたとき、遅滞なくこれを補充しな 

 ければならない。 

 

[役員の解任] 

第１２条 役員は、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、総会において出席正会員の４分の３以上 

 の議決により解任することができる。ただし、この場合その役員に対し、議決の前に弁明の機会を与えなけ 

 ればならない。 

        （１）業務の遂行に堪えないと認めたとき 

（２）業務上の義務違反その他、本法人の役員として相応しくない 行為があったとき 

 

[役員の報酬等] 

第１３条 役員は、役員総数の3分の1以下の範囲内において報酬を受けることができる。なお、報酬等に関 

 する必要事項は、総会の議決を経て理事長がこれを別に定める。 

 ２  役員は、その業務を執行するために要した費用を請求することができる。 
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[事務局] 

第１４条  本法人は、事務局長その他事務職員を置くことができる。 

２  前項の事務局長および職員の任免は、理事長が行う。 

３  事務局長は、理事長を補佐し本法人の庶務を行う。 

４  事務局は、定款ならびに事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書等(以下｢事業報告書等｣という)、 

役員名簿、会員名簿、総会および理事会議事録等を閲覧できるよう備えて置かなければならない。 

５ 事務局内に総務、法務、企画、会計、会員管理等の運営担当職員を置くことができる。 

 

第四章  会  議 

 

[会議の種類および議事録] 

第１５条  本法人の運営に関する会議は、総会および理事会とし、必要に 応じて委員会または部会等を設 

置することができる。 

２  会議の内容は、議事録に記録し、事務局に保管する。 

 

[総会] 

第１６条  総会は、通常総会と臨時総会とし、正会員総数の２分の１以上の出席をもって成立する。 

２  通常総会は、毎年の事業年度終了後３か月以内に理事長が招集する。 

３  総会は、以下の事項について議決する。  

（１） 定款の変更 

（２） 本法人の解散、合併に関する事項 

（３） 役員の選任に関する事項 

（４） 事業計画および予算の承認に関する事項 

（５） 事業報告および決算の承認に関する事項 

（６） 入会金、年会費等に関する事項 

（７） 長期借入金に関する事項 

（８） 役員の報酬に関する事項 

（９） その他本法人の運営に関する重要事項および理事会が総会に付議する必要があると判断した事項 

４  総会は、以下の事項について理事会から報告を受ける。 

（１）運営に関する細則の制定およびその改廃に関する事項 

（２）その他理事会が総会に報告する必要があると判断した事項 

５  理事長は、次の各号のいずれかに該当する臨時総会招集の請求があった場合、請求の３０日以内に臨時 

総会を招集しなければならない。 

（１） 理事会が請求したとき 

（２） 正会員総数の５分の１以上が、招集目的を記した書面により請求したとき 

（３） 監事が請求したとき 



KECA 定款                      第９版・令和元年７月２９日施行 

  5/10 

６  監事は、第9条第3項第4号の規定により、臨時総会を招集する。 

７  総会を招集するときは、会議の日時、場所、招集目的および審議事項を記載した書面又は電磁的方法によ 

る開催通知書を、開催日の少なくとも５日前までに通知しなければならない。 

８  総会の議長は、その総会において、出席した正会員のなかから選出する。 

 

[総会の議決事項] 

第１７条  総会の議決事項は、第１６条第７項によりあらかじめ通知した事項とする。 

２  総会の議決事項は、本定款に規定するものを除き、出席した正会員の過半数の同意をもって決定とする。 

 可否同数のときは、議長の決するところによる。  

３  総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について書面若しくは電磁的方法をもって表決

（以下｢書面若しくは電磁的方法による表決者｣という）するか、または委任状により他の正会員を代理人とし 

 て表決（以下｢委任状表決者｣という）することができる。なお、書面若しくは電磁的方法による表決者また 

  は委任状表決者は総会の出席者とみなす。 

４  総会の議決事項に特別の利害関係を有する正会員は、その議決に加わることはできない。 

 

[総会の議事録] 

第１８条 総会の議事内容は、総会において選任された2名の書記により、議事録に記録しなければならない。 

議事録には次の事項を記載する。 

（１）日時および場所 

（２）正会員総数および出席正会員数（書面若しくは電磁的方法による表決者および委任状表決者数を付記す 

る） 

（３）審議事項 

（４）審議経過の概要および議決の結果 

（５）議事録署名者の選任に関する事項 

２  議事録には、議長および総会において選任された議事録署名者２名が署名又は記名押印をしなければなら

ない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたことにより、

総会の決議があったとみなされた場合においては、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

（１）総会の決議があったものとみなされた事項の内容 

（２）前号の事項の提案をした者の氏名又は名称 

（３）総会の決議があったものとみなされた日 

（４）議事録の作成に係る職務者の氏名 

 

[理事会] 

第１９条 理事会は、理事をもって構成する。理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

２  理事会は、本定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。 

（１） 総会に付議すべき事項 
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（２） 総会の議決事項の執行に関する事項 

（３） 委員会、部会等の設置および解散に関する事項 

（４） その他本法人の運営および執行に関する事項 

３  理事会は、次の各号の一に該当するときは、理事長が招集する。 

（１） 理事長が必要と認めたとき 

（２） 複数の理事から招集の請求があったとき 

（３） 監事から招集の請求があったとき 

 ４  理事会は、理事の過半数の出席をもって成立する。なお、出席できない理事は、開催通知に対し、書面、 

電磁的方法又は委任状の提出をもって出席したものとする。 

５  理事会の議決は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数の場合は、議長である理事長の決するところ 

による。 

６  監事は、理事会に出席し、意見を述べることができる。 

７  理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その 議決に加わることはできない。 

８  理事会が必要と認めた場合には、役員以外の会員も理事会に出席し、意見を述べることができる。ただし、 

 議決には加わることはできない。 

９ 理事会の議事内容は、理事会において選任された書記により、議事録に記録しなければならない。 

  議事録には、次の事項を記載する。 

（１）日時および場所 

（２）理事総数および出席理事数（書面若しくは電磁的方法による表決者および委任状表決者数を付記する） 

（３）審議事項 

（４）審議経過の概要および議決の結果 

（５）議事録署名者の選任に関する事項 

１０ 議事録には、議長および理事会において選任された議事録署名者2 名が署名又は記名押印をしなければなら

ない。 

１１ 前２項の規定にかかわらず、理事全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたことにより、理事

会の決議があったとみなされた場合においては、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

（１）理事会の決議があったものとみなされた事項の内容 

（２）前号の事項の提案をした者の氏名又は名称 

（３）理事会の決議があったものとみなされた日 

（４）議事録の作成に係る職務者の氏名 

 

[委員会および部会等] 

第２０条 理事会の議決を経て、事業遂行のための委員会または部会等（以下「委員会等」と言う）を設置す

る。 

２  会員は、何れかの委員会等に極力全員が参加するものとする。 

３  委員会等の長は、理事または正会員のなかから理事長が委嘱する。 

４  委員会等の設置および運営は、別に定めるところによる。 
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５  委員会等の長は、活動計画、組織、活動状況および活動成果については、理事会に報告しなければなら 

ない。 

 

[協働活動] 

第２１条 本法人と関係機関または団体等との協力または共同して行う協働活動の実施に当たっては、相手機 

関または団体との間で取決めを行う。その取決めの内容は、理事会の承認を受けなければならない。 

 

第五章 資産および会計 

 

[資産の構成] 

第２２条  本法人の運営のための資産は、次の号に掲げるものをもって構成する。 

（１） 設立当初の財産目録に記載された資産 

（２） 入会金および年会費 

（３） 寄付金品 

（４） 財産から生じる収益 

（５） 事業活動に伴う収益 

（６） その他の収益 

 

[資産の管理] 

第２３条 本法人の資産は、別に定めるところに従い、理事長が管理する。 

 

[会計原則] 

第２４条 本法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従い行うものとする。 

 

[事業年度] 

第２５条 本法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年の３月３１日に終わる。 

 

[事業計画および予算] 

第２６条 本法人の年度事業計画および予算は、理事長の指揮において事務局が作成し、理事会にて審議し、

総会の議決を経なければならない。 

 

[暫定予算] 

第２７条 前条による予算が成立しないときは、理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年

度の予算に準じ収益費用を講じることができる。なお、この収益費用は、新たに成立した予算の収益費用と

みなす。 

 

[事業報告書等] 
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第２８条 本法人の事業報告書等は、毎事業年度ごとに作成し、理事会の審議、理事長の確認後、監事の監査

を経て、通常総会に報告し、承認を得なければならない。 

２  総会の承認を受けた事業報告書等、法第二十九条で定める書類は事業年度終了後３か月以内に所轄庁に提 

出しなければならない。 

 

第六章  定款の変更、法人の解散および合併 

 

[定款の変更] 

第２９条 本定款を変更しようとするときは、総会において出席正会員の４分の３以上の議決を経、かつ、法

第２５条第３項に掲げる事項については、所轄庁の認証を得なければならない。 

 

[解散] 

第３０条 本法人は、次の事由により解散する。 

（１） 総会の決議 

（２） 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 

（３） 正会員の欠亡 

（４） 合併 

（５） 破産手続開始の決定または所轄庁の認証取り消し 

   ２   第1項第１号の事由による解散は、正会員総数の４分の３以上の承諾を得なければならない。 

   ３   第1項第２号の事由による解散は、所轄庁の認定を受けなければならない。 

 

[合併] 

第３１条 本法人が他の特定非営利活動法人と合併しようとするときは、総会において、正会員総数の４分の

３以上の議決を経、かつ所轄庁の認証を得なければならない。 

 

第七章 雑  則 

 

[公告の方法] 

第３２条 本法人の公告は、本法人の別に定める掲示場に掲示するとともに、官報に掲載する。ただし、貸借対

照表の公告についてはこの法人の主たる事務所の掲示場に掲示して行う。 

 

 

[細則] 

第３３条 本定款の施行に必要な細則等は、理事会の議決を経て、理事長がこれを定める。細則の制定および

その改廃は総会にて報告する。 

 

附  則 
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１．   本定款は、本法人の成立の日から施行する。 

２．   本法人の設立当初の役員任期は、第１０条第1項の規定にかかわらず、成立の日から平成１３年６月

３０日迄とする。 

３．   本法人の設立当初の事業年度は、第２５条の規定にかかわらず、法人成立の日から平成１２年３月３

１日迄とする。 

４．   本法人の設立当初の事業計画および収支予算は、第２６条の規定にかかわらず、平成１１年６月２６

日開催の設立総会における議決によるものとする。 

５．   本法人の設立当初の入会金および年会費は、第６条第５項の規定にかかわらず、次の額とする。 

（１）入会金          4,000円 

（２）年会費          6,000円 

６．   本法人の設立当初の役員は、次に掲げる者とする。 

 

  理 事 長  志賀正良      理    事  小竹重一      理    事  冨永道彦 

       副理事長  先﨑 武       理    事  阪上律子      理    事  古屋善啓 

       副理事長  岸川浩一郎    理    事  佐久間精一    理    事  前田正樹 

       副理事長  古谷聖司      理    事  坂本茂實      理    事  松尾正子 

       理    事  飯島祥悟      理    事  嶋田和夫      監    事  北見誠一 

       理    事  河内佐十      理    事  杉村慶一郎    監    事  髙橋 信 

       理    事  川﨑英憲      理    事  武部正彦  

 

附  則 

この定款は、平成１３年 ７月 １日から施行する。 

附  則 

この定款は、平成１４年 １月 ９日から施行する。 

附  則 

この定款は、平成１７年 １１月１５日から施行する。 

附  則 

この定款は、平成１９年 ５月２６日から施行する。 

附  則 

この定款は、平成２１年 １月 ６日から施行する。 

附  則 

この定款は、平成 ２３年 ４月２２日から施行する。 

附  則 

この定款は、平成 ２８年 １月 ７日から施行する。 

                            附  則 

この定款は、平成 ２９年 ５月１３日から施行する。 

                            附  則 
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この定款は、平成 ３０年 ５月１９日から施行する。 

附  則 

この定款は、令和元年 ７月２９日から施行する。 

 


